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 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

本県では、令和６年12月、多様な主体が参画する「私のアクション！未来の

ＮＡＧＡＮＯ創造県民会議」を立ち上げ、行政、企業、地域及び県民一人ひと

りの具体的な行動の羅針盤となる「信州未来共創戦略」を策定し、県を挙げて

人口減少対策に取り組んでいる。 

しかしながら、依然として出生数の減少が続いていることに加えて、就職期

である20代前半の若者、特に女性の転出超過が著しいことが深刻な課題となっ

ており、県内の人口減少は歯止めがかからない状況にある。 

こうした状況を踏まえ、若年層への住宅支援や保育料の負担軽減など、本県

の実情に応じた人口流出対策とともに人口減少社会に適応した持続可能な地域

づくりを進めるためには、中長期的な視点に立って施策を実施できるよう、安

定的な財源を確保することが不可欠である。 

よって、本県議会は、国会及び政府において、地方が創意工夫のある人口減

少対策を強力に推進するため、地域未来交付金の予算額の拡充と制度の継続的

な運用をはじめ、地方財源の更なる充実・強化を図るよう強く要請する。 

宛 て 


